
令和４年度
省庁別財務書類の概要

総務省



総務省の任務（総務省設置法第３条）

～総務省の任務と組織の概要～

（外局）

公 害 等 調 整 委 員 会

消 防 庁

（特別の機関）

（審議会等）

地 方 財 政 審 議 会 ほ か 1 4

（施設等機関）

自 治 大 学 校

情 報 通 信 政 策 研 究 所

統 計 研 修 所

（本省）

大 臣 官 房

行 政 管 理 局

行 政 評 価 局

自 治 行 政 局

自 治 財 政 局

自 治 税 務 局

国 際 戦 略 局

情 報 流 通 行 政 局

総 合 通 信 基 盤 局

統 計 局

政 策 統 括 官

（地方支分部局）

政 治 資 金 適 正 化
委 員 会 事 務 局

総 合 通 信 局

管 区 行 政 評 価 局

組織等 年度末定員･･･4,757人

総務省は、行政の基本的な制度の管理及び運営を通じた行政の総合的かつ効率的な実施の確保、地方

自治の本旨の実現及び民主政治の基盤の確立、自立的な地域社会の形成、国と地方公共団体及び地方公

共団体相互間の連絡協調、情報の電磁的方式による適正かつ円滑な流通の確保及び増進、電波の公平か

つ能率的な利用の確保及び増進、郵政事業の適正かつ確実な実施の確保、公害に係る紛争の迅速かつ適

正な解決、鉱業、採石業又は砂利採取業と一般公益又は各種の産業との調整並びに消防を通じた国民の

生命、身体及び財産の保護を図り、並びに他の行政機関の所掌に属しない行政事務及び法律（法律に基

づく命令を含む。）で総務省に属させられた行政事務を遂行することを任務とする。 

1サイバーセキュリティ統括官



省庁別財務書類とは

省庁別財務書類は、総務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのス

トックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧でわ

かりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参考

として、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを

連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

2・単位未満切り捨てのため、合計額が一致しないことがある。
・単位未満の計数がある場合には「0」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

(単位：十億円)

前年度 4年度 前年度 4年度

(令和４年3月31日) (令和５年3月31日) (令和４年3月31日) (令和５年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金･預金 2,459 2,524 未払金等 68 80

有価証券 0 0 保管金等 4 3

未収金等 53 9 借入金 33,503 32,318

貸付金 3,391 2,706 郵便貯金 591 478

貸倒引当金 0 0 責任準備金 - -

有形固定資産 337 367 契約者配当準備金 - -

無形固定資産 20 22 退職給付引当金 63 61

出資金 1,129 1,313 恩給引当金 398 356

その他の資産 12 12 その他の負債 17 19

負債合計 34,647 33,318

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 ▲ 27,243 ▲ 26,360

資産合計 7,404 6,957
負債及び資産・
負債差額合計

7,404 6,957

連結貸借対照表（令和4年度末）

(単位：十億円)

前年度 4年度

(自　令和３年 4月 1日) (自　令和４年 4月 1日)

(至　令和４年 3月31日) (至　令和５年 3月31日)

人件費等 2,281 66

保険金等支払金 5,549 2,759

補助金等 7,161 4,925

委託費等 187 192

地方交付税交付金等 22,406 21,615

庁費等 83 87

減価償却費 242 39

支払利息 229 64

その他 1,778 386

費用合計 39,922 30,138

連結業務費用計算書（令和4年度）



～省庁別財務書類(総務省)の概要～

○ 総務省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計の合算（会計間取引に
ついては、相殺消去）して作成しています。
また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、

省庁別財務書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している
「資産・負債差額計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにし
ている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を
ご参照ください。
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※令和３年度省庁別財務書類における合算対象特別会計は以下のとおりです。

〇 交付税及び譲与税配付金特別会計（総務省所管分）

○ 東日本大震災復興特別会計（総務省所管分）



～業務費用計算書のポイント～

○ 業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形
態別に表示している計算書です。

○ 交付税及び譲与税配付金特別会計において地方の安定的な財政運営に必要な財源を
確保するための地方交付税交付金、地方特例交付金及び地方譲与税譲与金の交付等が
２１兆６，１５７億円で費用合計額の約７９％を占めています。

○ 費用の主な増減として、補助金等が対前年度２兆１，３８２億円の減少、地方交付
税交付金等が対前年度７，９０５億円の減少で、対前年度比２兆９，１２３億円の減
少となっています。

4

～貸借対照表のポイント～
（資産）
○ 現金・預金は、１兆８，３９４億円で資産総額の約５１％を占めています。これは、

すべて交付税及び譲与税配付金特別会計に係る日本銀行預金です。

○ 出資金は、１兆４，６４１億円で資産総額の約４１％を占めています。これは、国
立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局
ネットワーク支援機構及び日本郵政株式会社に対する出資金です。

（負債）
○ 借入金は、２９兆６，１２２億円で負債総額の約９８％を占めています。これは、

地方交付税交付金を支弁するために必要な額を借り入れたものです。

○ 恩給引当金は、恩給給付費に係る将来の支払いに備えるため、給付見積額を計上し
ているものです。

（その他）
○ 資産合計は、現金・預金が対前年度比１，５２４億円の増加、出資金が日本郵政株

式会社の出資金評価差額の計上により対前年度比１，０９８億円の増加等により、対
前年度比２，６２６億円の増加となっています。

〇 負債合計は、借入金が対前年度比５，０００億円の減少、恩給引当金が対前年度比
４１５億円の減少等により、対前年度比 ５，４８２億円の減少となっています。



ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（3兆5,648億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ＋2,626億円）

➢ 現金・預金（1兆8,394億円：対前年度末比 ＋1,524億円）
・特別法人事業税の税収の増加に伴い、目的税収入が増加したことによるものです。

➢ 有形固定資産（2,448億円：対前年度末比 ＋28億円）
・物品等が43億円、土地が2億円、増加した一方で、建物が11億円、航空機が 5億円減少したことによるものです。

➢ 出資金（1兆4,641億円：対前年度末比 ＋1,098億円）
・国立研究開発法人情報通信研究機構及び独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支
援機構、日本郵政株式会社の出資金評価差額の計上によるものです。

（単位：十億円）

3兆5,648億円3兆3,022億円

【現金・預金】
日本銀行預金

【有形固定資産】
国有財産（土地・建物など）、
物品（車両、事務機器など）

【出資金】
国立研究開発法人情報通信研究機構、独立行政法
人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク
支援機構及び日本郵政株式会社に対する出資金
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令和3年度末 令和４年度末

合計

現金・預金

有形固定資産

出資金

【その他の資産】
未収金・無形固定資産等

1,354 1,464
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398 356

30,112 29,612

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

負 債（30兆466億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ▲5,482億円）

➢借入金（29兆6,122億円：対前年度末比 ▲5,000億円）

・財政融資資金からの借り入れが減少したことによるものです。

➢恩給引当金（3,565億円：対前年度末比 ▲415億円）

・恩給費の給付により減少しています。

30兆466億円30兆5,948億円

（単位：十億円）
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【借入金】
財政融資資金,民間金融機関からの借入金

【恩給引当金】
将来の恩給費給付に備えた引当金

借入金

恩給引当金

令和4年度末令和3年度末

合計

その他の負債
【その他の負債】
未払金・退職給付引当金等



38
0

22,406 21,615

7,187

5,048

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

フローの状況（業務費用計算書）

費 用 （27兆1,085億円）

主な増減要因等について（対前年度比 ▲2兆9,123億円）

➢補助金等（5兆488億円：対前年度比 ▲2兆1,382億円）

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金がが減少したことにより、2兆1,382億円の減少となってい

ます。

➢地方交付税交付金等（21兆6,157億円：対前年度比▲7,905億円）

・地方交付税交付金が8,739億円、地方特例交付金が2,320億円の減少、地方譲与税譲与金が3,153億円の増
加となったことにより、合計では7,905億円の減少となっています。

27兆1,085億円30兆208億円

（単位：十億円）

【補助金等】
・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

3兆735億円
・マイナポイント事業費補助金 9,665億円

・新型コロナウイルス感染症対応協力要請推進交付金
5,365億円
ほか

【地方交付税交付金等】
・地方交付税交付金 18兆6,309億円
・地方特例交付金 2,227億円
・地方譲与税譲与金 2兆7,621億円
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補助金等

地方交付税交付金等

合計

（※）なお、交付税等の内容につきましては以下を参照してください。
・特別会計ガイドブック（財務省HP）
https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/special_account/fy20
22/index.html
・地方交付税制度の概要（総務省HP）
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html
・令和4年度交付税及び譲与税配付金特別会計に
関する情報開示（総務省HP）
https://www.soumu.go.jp/menu_yosan/R4_00011.html

令和4年度末令和3年度末



（参考）連結財務書類について

連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別
の連結財務書類を参考情報として作成しています。
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連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象
としています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が
監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財
政支出の有無によって業務関連性を判断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考
えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人
などの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結
に際して必要な修正を行った上で連結することとしています。

※令和４年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

〇独立行政法人 ３法人

国立研究開発法人情報通信研究機構

独立行政法人統計センタ－

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構

合計 ３法人
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(単位：十億円)

前年度 4年度

(自　令和３年 4月 1日) (自　令和４年 4月 1日)

(至　令和４年 3月31日) (至　令和５年 3月31日)

人件費等 2,281 66

保険金等支払金 5,549 2,759

補助金等 7,161 4,925

委託費等 187 192

地方交付税交付金等 22,406 21,615

庁費等 83 87

減価償却費 242 39

支払利息 229 64

その他 1,778 386

費用合計 39,922 30,138

連結業務費用計算書（令和4年度）

(単位：十億円)

前年度 4年度 前年度 4年度

(令和４年3月31日) (令和５年3月31日) (令和４年3月31日) (令和５年3月31日)

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金･預金 2,459 2,524 未払金等 68 80

有価証券 0 0 保管金等 4 3

未収金等 53 9 借入金 33,503 32,318

貸付金 3,391 2,706 郵便貯金 591 478

貸倒引当金 0 0 責任準備金 - -

有形固定資産 337 367 契約者配当準備金 - -

無形固定資産 20 22 退職給付引当金 63 61

出資金 1,129 1,313 恩給引当金 398 356

その他の資産 12 12 その他の負債 17 19

負債合計 34,647 33,318

＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額 ▲ 27,243 ▲ 26,360

資産合計 7,404 6,957
負債及び資産・
負債差額合計

7,404 6,957

連結貸借対照表（令和4年度末）
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連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表）

資 産（6兆9,576億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ▲4,464億円）

➢現金・預金（2兆5,244億円：対前年度末比 ＋651億円）
・地方法人税の税収の増加に伴い、目的税収入が増加したことによるものです。

➢ 貸付金（2兆7,065億円：対前年度末比 ▲6,850億円）
・独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に計上されている貸付金の減少による
ものです。

➢ 有形固定資産（3,675億円：対前年度末比 ＋304億円）
・国立研究開発法人情報通信研究機構の物品が280億円の増加によるものです。

➢ 出資金（1兆3,133億円：対前年度末比 ＋1,842億円）
・日本郵政株式会社の出資金評価差額の計上によるものです。

現金預金

有価証券

貸付金

【現金・預金】

総務省及び独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵
便局ネットワーク支援機構等の連結対象法人の現金・預金
残高

【有価証券】
国立研究開発法人情報通信研究機構

【貸付金】

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便
局ネットワーク支援機構
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合計 7兆4,040億円 6兆9,576億円

（単位：十億円）

【有形固定資産】
総務省・情報通信研究機構

有形固定資産

その他の資産

【その他の資産】
未収金・無形固定資産等



398 356
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未払金等

恩給引当金

令和3年度末 令和4年度末

借入金

郵便貯金

退職給付引当金

負 債（33兆3,183億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 ▲1兆3,287億円）

➢借入金（32兆3,188億円：対前年度末比 ▲1兆1,850億円）

・総務省及び独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理ネットワーク機構における借入れの減少等によるもの
です。

➢郵便貯金（4,780億円：対前年度末比 ▲1,136億円）

・日本郵政株式会社の郵便貯金の減少によるものです。

➢恩給引当金（3,565憶円：対前年度末比 ▲415億円）

・総務省の恩給引当の減少によるものです。

【借入金】
財政融資資金、民間金融機関からの借入金

【郵便貯金】

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構

11合計 34兆6,471億円 33兆3,183億円

（単位：十億円）



1,778 386
229 64
242 39
83 87

22,406

21,615

187

192

7,161

4,925

5,549

2,759

2,281

66

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

令和3年度末 令和4年度末

人件費

保険金等支払

補助金等

委託費等

地方交付税交付金等

庁費等

減価償却費

支払利息

連結財務書類 フローの状況（業務費用計算書）

費 用 （30兆1,381億円）

主な増減要因等について（対前年度比 ▲9兆7,839億円）

➢人件費等（665億円：対前年度比 ▲2兆2,152億円）

・前年度において日本郵政株式会社が連結除外になったことに伴い減少となっています。

➢保険金等支払金（2兆7,594億円：対前年度比 ▲2兆7,904億円）

・前年度において日本郵政株式会社が連結除外になったことに伴い減少となっています。

➢補助金等（4兆9,258億円：対前年度比 ▲2兆2,355億円）

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金が3兆7,574億円減少したこと等により、合計で2兆
2,355億円の減少となっています。

【人件費】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【保険金等支払】

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・
郵便局ネットワーク支援機構の保険金の支払

【地方交付税交付金等】
・地方交付税交付金 18兆6,309億円
・地方特例交付金 2,227億円
・地方譲与税譲与金 2兆7,621億円

12

合計 39兆9,220億円 30兆1,381億円

（単位：十億円）

（※）なお、交付税等の内容につきましては以下を参照してください。
・特別会計ガイドブック（財務省HP）
https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/special_account/fy20
22/index.html
・地方交付税制度の概要（総務省HP）
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouhu.html
・令和4年度交付税及び譲与税配付金特別会計に
関する情報開示（総務省HP）
https://www.soumu.go.jp/menu_yosan/R4_00011.html
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